
（4）　地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく健全化判断比率

1 ～普通会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率

2 ～全会計を対象とした実質赤字及び資金不足額の標準財政規模に対する比率

3 ～普通会計の地方債の元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率

令和３年度：2.9％、令和４年度：3.9％、令和５年度：4.9％

3か年平均：（2.9％+3.9％+4.9%）÷3＝3.8％

4 ～普通会計が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率

5 ～公営企業の経営指標として「資金の不足額」の「事業規模」に対する比率
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注1　実質赤字比率・連結実質赤字比率・資金不足比率の算定比率は、黒字のとき「－」で表示。
注2　公営企業の資金不足比率の「早期健全化基準」は、「経営健全化基準」に読み替える。
注3　早期健全化基準を超えた場合、財政健全化計画を策定し、毎年度その実施状況を外部監査に付し
　 て議会に報告する。
注4　財政再生基準を超えた場合、国の同意が必要となる財政再生計画を策定し、毎年度国の関与のも
   とで財政再建を実施する。
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